第１５章　賃金および労働
一般賃金水準の動向
　昭和50年におけるわが国の一般経済は、48年後半の石油危機に端を発した長期的不況も50年初めを底に徐々に回復のきざしをみせたものの、民間設備投資等の需要面での落ち込み幅が、かつて経験したことのない深いものであったため、あらゆる面での回復のテンポは非常に緩やかなものとなった。特に労働経済面では雇用面での回復が遅れた。
　50年の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果（大阪府分）からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計（サービス業除く、以下同じ）では194,590円で前年に比べ12.0パーセントの増加となり、前年の上昇率26.2パーセント増を大幅に下回った。一方、実質賃金の動きをみると、消費者物価（総理府統計局調べ、大阪市分）が12.3パーセント上昇したため、実質賃金の伸びは前年に比べ0.2パーセントの減少となり、この調査を開始して以来初めてのマイナスを記録した。
　現金給与総額を「定期給与」と「特別給与」にわけてみると､「定期給与」は141,564円で対前年比16.4パーセント増であったが、「特別給与」は53,026円で対前年比1.8パーセント増と、前年の伸び（29.8パーセント増）を大幅に下回った。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額についてみると、調査産業計の500人以上規模が219,872円で対前年比13.2パーセント増（前年194,211円、26.7パーセント増）、100人から499人規模が195,867円で対前年比11.1パーセント増（同176,333円、26.3パーセント増）、30人から99人規模が174,992円で対前年比12.0パーセント増（同156,241円、25.4パーセント増）となり、各規模とも前年の伸びを大幅に下回った。
　この結果500人以上規模の賃金を100とした格差は、100人から499人規模が89.1 （前年90.8）､30人から99人規模が79.6（同80.4）となり、いずれも前年より規模間格差が拡大した。
　つぎに産業別に現金給与総額の動きをみると、すべての産業で前年の伸びを下回ったが､「金融保険業」は前年に比べ18.3パーセント増（前年25.6パーセント増）、「運輸通信業」は17.3パーセント増（同26.2パーセント増）、「電気・ガス・水道・熱供給業」は15.1パーセント増（同27.2パーセント増）と比較的高い伸びを示した。しかしその反面､「不動産業」は9.9パーセント増（同18.4パーセント増）、「卸売業・小売業」は6.3パーセント増（同27.0パーセント増）と10パーセントを割り、とくに「卸売業・小売業」は前年の伸びを大きく下回り、調査産業中最も低い伸びとなった。
臨時給与の支給状況
　50年の夏季・年末臨時給与（ボーナス）の動きをみると、調査産業計の１人平均支給額は夏季が276,567円で対前年比6.1パーセント増（前年260,785円、39.8パーセント増）、年末が321,738円で対前年比2.3パーセント増（同314,382円、21.6パーセント増）と、いずれも前年の伸びを大幅に下回り、過去10年間でも最も低い伸びとなるなど、長びく不況の影響をうけ、かつてない厳しいものとなった。
　一方、支給事業所数の割合をみると夏季が98.2パーセント、年末が98.7パーセント、支給労働者数の割合は夏季が97.7パーセント、年末が99.3パーセント、また定期給与に対する平均支給割合は夏季が1.69ヵ月分、年末が1.90ヵ月分とそれぞれ２ヵ月分を下回る低い割合となり、いずれも前年（夏季1.81ヵ月分、年末2.14ヵ月分）より減少した。
労働時間の動向
　50年の平均月間総実労働時間は169.8時間で前年に比べ2.5パーセント（4.3時間）の減少となった。
　これを所定内労働時間と所定外労働時間にわけてみると、所定内労働時間は159.2時間で前年に比べ1.3パーセント（2.0時間）の減少、所定外労働時間は10.6時間で前年に比べ17.8パーセント（2.3時間）の減少となり、前年（18.8パーセント減、3.1時間減）に引き続き大幅な減少を示し、不況の深刻さを物語っている。
労働市場と雇用の動向
　50年度における府下の労働市場の動きをみると、48年後半からの不況が長引くなかで、採用の手控え、臨時工の削減等の雇用調整が進み、労働力需給は大きく緩和するにいたった。
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた統計（職業安定行政定例業務報告）をみると、50年度の新規求人数は21,631人で対前年比26.7パーセントの減少（前年44.1パーセント減）となった。これに対して新規求職者数は23,302人で対前年比0.5パーセントの増加（同29.5パーセント増）となり、この結果新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は0.9倍となり前年（1.3倍）より0.4ポイント減少し労働力需給は緩和した。
　また常用雇用の動きを45年平均を100とした常用雇用指数でみると96.3で前年に比べ4.6パーセントの減少となり、２年連続のマイナスを記録して、不況の深刻さを示している。
　一方、労働異動をみると、入職率1.5パーセント、離職率1.9パーセントでその結果0.4パーセントの離職超過となった。
